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（単位　千円）

影響額

1
議
会
会議録調整委託料 議会会議録の作成委託 1,184 0

2
総
務
電話交換業務委託料

現在２名体制で電話交換業務を行っている。一日平均の受信数は約
４００件、市外電話への発信数は約５５件で、合計４５５件の取次
ぎを行っている。（最大では５５０件超）電話による市役所の窓口
として、スムースな住民対応ができ、また機械操作に熟練した人材
を安定的に従事させることのできる業者を選定している。

4,712 △ 236 20

電話交換機の次期更新の際に、庁舎内からの発信を電話交換士を通さ
ず、直接電話をできることにすることにより、電話交換士の業務を軽減
することができることから、委託料の軽減を検討する。（電話機更新費
用は約800万円、通信料金が現行より安くなることから年間で約54万円軽
減）　現在の交換機の場合は、5％削減

５％削減について理解を得た。

3
総
務
市例規類集作成委託
料

市の例規類集をデータベース化し、年４回更新している。電子デー
タのほか例規類集（紙ベース）７０冊（特別職、議会、課単位）を
年１回追録を行っている。

1,638 △ 81 20
多様な法改正に伴い例規の追加・改正が多く増額の必要があるが、現在
パソコンで閲覧が可能となっていることから、紙ベースの例規類集を廃
止することとし、経費の削減を図る。

５％削減について理解を得た。

4
総
務
採用試験委託料

職員の採用試験を公平に実施するため、外部事業者に委託してい
る。

76 0 全国一律料金

5
総
務
顧問弁護士委託料

顧問弁護士を委託し、法律的な見地から助言をいただき、業務の円
滑処理を行なう。

630 0 19年度からの新規事業である。一般的な法人の顧問料の最低額である。

6
総
務
連絡所業務委託料

宮川連絡所及び空知太連絡所の業務委託料。空知太連絡所について
は金融機関に併設のため、税及び使用料等の収納業務は委託してい
ない。（宮川連絡所の収納事務は年間2,100～2,200件）

1,452 △ 72 205％削減 ５％削減について理解を得た。

7
市
民
啓発看板等作成設置
等委託料

交通安全のために看板を作成しまたカーブミラーの設置、掲示する
ことで交通事故の抑止に寄与している。

149 △ 7 20啓発看板作成数の削減により5％削減

8
市
民
交通安全施設整備委
託料

期別運動期間中安全旗を設置、撤去。 52 △ 2 20実施時間の短縮により5％削減

9
市
民
公害調査分析等委託
料

パンケ歌志内川河川水質検査・重金属類水質分析・市内13箇所河川
水質検査･自動車交通騒音及び交通量調査。

504 △ 25 20調査地点、調査方法の変更により5％削減

10
総
務
地番図修正委託料

不動産登記申請による土地の分合筆の地番図原図の修正。
全市：1/2500(２８枚)　住宅地区：1/1000(１６枚)

428 △ 128 20地番図原図の1/1,000の作成を廃止する。

11
市
民
清掃草刈委託料 市営駐車場の清掃・草刈等の維持管理。 115 △ 5 20委託時間の短縮により5％削減

12
市
民
移動支援事業委託料

屋外での移動が困難な知的障害者等に対し、社会生活上必要不可欠
な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援す
る。障害者自立支援法により市町村に事業実施が義務づけられた
「地域生活支援事業」の必須事業の一つ。従来の居宅介護の移動介
護のうち、障害程度により市町村事業と、介護給付事業（行動援
護）に振り分けられた。

480 0
障害者自立支援法による市町村事業であり見直しは不可である。国及び
道の補助事業である。

13
市
民
日中一時支援事業委
託料

知的障害者等の日中における活動の場を提供し社会適応に必要な日
常的訓練等を行う。障害者自立支援法により市町村に事業実施が義
務づけられた「地域生活支援事業」の選択事業の一つ。短期入所の
日中受入部分が介護給付事業から除外されたため、当市として事業
実施している。

600 0 同上

14
市
民
日中一時支援事業委
託料

障害児等の日中における活動の場を提供し社会適応に必要な日常的
訓練等を行う。障害者自立支援法により市町村に事業実施が義務づ
けられた「地域生活支援事業」の選択事業の一つ。短期入所の日中
受入部分が介護給付事業から除外されたため、当市として事業実施
している。

404 0 同上
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15
市
民
コミュニケーション
支援事業委託料

意思疎通を図ることに支障がある聴覚障害者及び言語機能障害者に
手話通訳等の方法により聴覚障害者等とその他の者の意思疎通を仲
介する手話通釈等の派遣を行う。

388 0
障害者自立支援法による市町村事業であり見直しは不可である。国及び
道の補助事業である。

16
市
民
生活支援通所事業委
託料

重度身体障害者又は重度身体障害児の障害の程度が身障手帳１級又
は２級に該当する者に、日常生活を営むために必要な訓練、指導等
を行うものとする。

840 0 同上

17
市
民
除雪サービス委託料

冬期間において除雪労力の確保が困難な概ね70歳以上の高齢者世
帯、重度心身障害者世帯等の除雪を実施する。

3,800 △ 190 20
地域で安心して生活ができるよう、高齢者の生活不安の解消を図り、自
立した在宅生活の継続を支援する必要性があることから継続して実施す
る。

５％削減について理解を得た。

18
市
民
緊急通報装置設置委
託料

ひとり暮らしの病弱な在宅高齢者等に緊急通報装置を設置し、急
病、災害等の発生時における迅速かつ適切な救急体制をとり、また
日常生活相談の対応を行い、在宅高齢者等の生活の不安の解消と人
命の安全を確保する。

284 0
継続して実施する。また、事業開始当初の端末機の保守対応期間も経過
していることから、毎年度20台を購入して更新を図っていく予定であ
る。

19
市
民

高齢者住宅ホームヘ
ルパー派遣事業委託
料

砂川市高齢者専用住宅（豊栄団地25戸、宮川中央団地10戸、すずら
ん団地12戸、三砂団地12戸）にそれぞれホームヘルパーを配置し、
入居者の安否確認等の生活支援を実施する。

2,760 0
毎日の安否確認やいつでも日常生活相談を行える体制を維持することに
より、安心して過ごせる居住環境の提供が図られることから継続して実
施する。

20
市
民
療育訓練事業委託料

心身に障害がある児童に対して療育訓練を実施するため、専門機関
への委託により、理学療法士を派遣してもらっている。

144 0
専門的知識･技能をもつ訓練士による療育訓練を専門施設に委託している
ため、現状のまま継続して実施する。

21
市
民
専門機能確保支援事
業等委託料

母子通園センターでは専門資格をもつ職員が配置されていないこと
から、派遣が可能な機関（道の補助要綱に基づく専門機関）と委託
契約を結び、心理士及び作業療法士の派遣による療育指導を行って
いる。

250 0

専門的な判定や指導訓練の検証、助言を必要とする児童のため、専門機
関に委託している。職員の配置上、委託しなければ対応できない事業で
あり、継続して実施する。
道の補助事業である。

22
市
民
広域入所委託料

保護者が勤務場所等の事由により、市外の保育所に入所を希望する
場合、当該市町と協議を行い、整った場合は入所について契約を締
結する。

2,139 0
広域入所は中空知5市5町間において協定を結んで実施している事業であ
り、継続して実施する。

23
市
民
嘱託医委託料

砂川市福祉事務所の業務を円滑に推進することを目的として、生活
保護世帯の医療扶助要否判定、生活保護医療扶助決定実施に伴う専
門的判断及び助言、他の業務を委託する。

240
生活保護法、児童福祉法及び特別児童扶養手当等の支給に関する法律に
基づく嘱託医であり、継続して実施する。

市立病院で内部協議中

24
市
民
在宅当番医運営事業
委託料

２市４町の在宅当番医制による休日・夜間の診寮の定着化と地域住
民に対する救急医療の知識を啓発し救急患者の医療を確保する。

3,351 0
休日・夜間における初期救急患者の医療を確保する上で重要な事業であ
る。空知医師会委託における２市４町の負担であり見直しは不可と判断
する。

25
市
民
基本健診、各種健診
委託料

基本健診、がん検診、妊婦健診等市民の健康管理のため健診事業を
委託している。

35,421 0
継続して実施するが、医療制度改正により、平成20年度以降の健診内容
等について現在検討中である。

26
市
民
河川清掃等委託料 市内全域の河川等清掃。 69 △ 3 205％削減 ５％削減について理解を得た。

27
市
民
注射済交付事務委託
料

犬の飼い主に対し、畜犬登録及び狂犬病予防注射接種の徹底を図
る。動物の飼養に関する普及と啓発を推進する。

174 0 全道一律料金

28
市
民
水質検査等委託料 専用水道（袋地）にかかる水質検査委託料 1,385 0 水道水の安全性の確保のため継続して実施する。

29
市
民
不法投棄等収集運搬
委託料

不法投棄された一般廃棄物及び家電製品の収集運搬（春・秋）。 299 0
不法投棄量に応じた委託料のため、不法投棄量が減少していないことか
ら削減できない。

30
市
民
ごみ処理場維持管理
等委託料

ごみ処理場を維持するために必要な各種委託 10,642 △ 77 20保守点検、清掃委託について見直しを図る。

31
市
民
ごみ指定袋等作製委
託料

家庭ごみの有料化に基づき、ごみ指定袋及びごみ処理券を作製し、
ごみ分別収集の役割を担う。指定ごみ袋・ごみ処理券作製委託業務
（作製販売、保管等の業務）

7,900 0
指定ごみ袋の品質保持と安定供給は重要であり、本事業は適正に機能し
ており、継続して実施する。

11 委託料
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32
市
民
ごみ指定袋等取扱委
託料

家庭ごみの有料化に基づき、ごみ指定袋及びごみ処理券の販売業務
を委託し、市民に対し購入の便宜を図る。

4,408 △ 1,25920
７％→５％へ削減。また、ごみ袋料金が引上げられると委託料も増額と
なることから７％→５％削減後の額を上限としてその都度率を引下げ
る。

販売店に個別対応はしないが、
引き下げについて9月末に通知
する。

○

33
市
民
家庭ごみ収集運搬委
託料

家庭から出される一般廃棄物の収集運搬を委託し、適正迅速に処理
して市民の生活環境を保持する。

93,230 0
収集体制の向上を図るため、より一層の効果的なごみ収集体制の確立を
めざし、様々な手法におけるコスト比較を行っていく。

34
市
民
中継施設ごみ残渣物
運搬業務委託料

くるくるから排出される処理困難物、残渣物を２市３町のごみ搬入
量に基づき、構成市町に返される残渣物をごみ埋立地に運搬する経
費。

82 0 2市3町負担分の委託料。各市町が按分して負担している。

35
市
民
し尿収集運搬委託料

公共下水道に接続していない全ての汲取りし尿と合併浄化槽世帯・
事業所のし尿を申込み制で、効果的に収集処理する。

24,937 △ 3,64620
公共下水道の整備に伴い、水洗化の進展に合わせた収集計画を見直し、
効率的な運営方法を検討していく。2台体制を通常1台体制にし、繁忙期
にリース車両により委託料を削減する。

36
市
民
し尿手数料収納委託
料

公共下水道に接続していない全ての汲取りし尿と合併浄化槽世帯・
事業所のし尿処理手数料を現金領収書により収納する。

157 0 収納金に対し0.6％の手数料であり、見直しは困難。

37
経
済
有害鳥獣駆除等業務
委託料

農業被害及びカラス等有害鳥獣の駆除及び外来種であるアライグマ
捕獲に係る安楽死（薬殺）業務。

514 0 有害鳥獣の増加に伴い年々増える業務量のため見直しは困難。

38
経
済
殺鼠剤散布委託料

公的契約を結んだ山林の野ねずみ駆除（殺鼠剤手撒、空中散布）を
実施する。

37 0 国の補助事業（補助率1/2）

39
経
済
駐輪場維持管理委託
料

一の沢駐輪場の維持管理委託 148 0
開設期間を5月から8月までとしていたが、期間延長を地元要望があり、
現行予算の中で、平成19年から9月までの開設期間の延長を図った。

40
経
済
看板作成委託料

新たな観光名所である、白鳥飛来のオアシスパーク案内看板の作
成。

48 △ 21 20看板作成の見直し（既存看板を修正し活用）

41
建
設
道路台帳修正等委託
料

道路法第２８条に基づき、砂川市が管理する道路において道路改良
工事、新規の認定及び道路の寄付等があった場合、翌年度に台帳及
び台帳図の追加・修正を行う。

1,217 0 標準歩掛よりかなり安価な単価となっていることから見直しは困難

42
建
設
除草管理委託料 焼山自転車道の草刈、施設の維持管理。 1,710 0 既に平成13年度比46％まで削減されていることから見直しは困難

43
建
設
除排雪等委託料 市道、生活道路の除排雪業務。 150,000 0 除排雪ともに除雪組合に委託し経費の削減を図る。

44
建
設
流雪溝清掃保守等委
託料

流雪溝の利用者の指導及び施設の清掃業務、流雪溝流末処理。保守
点検

7,727 0 道・国の受託部分もあり、委託料が決まっている。

45
建
設
測量委託料 道路・橋梁に係る測量設計委託及び用地確定測量。 13,200 0 事業の多少により委託料が増減することとなる。

46
建
設
公園維持管理等委託
料

市内公園、緑地の草刈及び施設の維持管理。遊具の点検 26,070 0
19年度予算は13年度と比較し66％となるまで徐々に見直しを行ってき
た。市民が快適に公園を利用してもらうには、現状維持が妥当である。

47
建
設
街路樹整枝委託料 プラタナス等、葉の大きな街路樹の整枝。 2,700 △ 135 20整枝本数を減らすなどして委託料を削減する。5％削減。

48
建
設
住宅用火災報知器設
置委託料

消防法の改正に伴う、住宅用火災警報器の設置（１９,２０,２１年
度で設置）。

10,400 0
住宅用火災警報器の設置は、消防法で義務付けられたものである。ただ
し、事業費については単価の見直しを実施する。

12 委託料
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49
建
設
住宅駐車場維持管理
委託料

市営、改良、道営住宅駐車場管理組合に委託 3,370 0
使用料の1割が委託料となっているため、使用料の見直しにより増額とな
る。

50
建
設
住宅営繕業務委託料 公営住宅、改良住宅、教員住宅営繕業務 3,250 0 シルバー人材センターの時間単価の削減は困難。

51
教
育
新刊データ作成委託
料

図書館流通センターより購入した新刊のデーター（タイトル・著者
名・出版者等が入力されている）を図書館流通センターのホーム
ページからフロッピーで管理システムに取り入れ、図書館職員が受
入日・保管場所等を入力して図書館業務に広く利用する。

237 0 １件あたりの委託料90円は全国一律なので減額は困難である。

52
経
済
買物駐車場管理委託
料

市街地での買物等の利便性向上を図る砂川市買物駐車場を適切に管
理するため、その除排雪経費。

500 △ 25 205％削減

5％削減することについて10月
開催予定の協議会に諮ることと
した。（会長段階ではご理解い
ただいた。）

53
市
民
北地区コミュニティ
センター管理委託料

北地区コミュニティセンターの指定管理者に対する委託料。 1,272 0 平成20年度までの指定

54
市
民
南地区コミュニティ
センター管理委託料

南地区コミュニティセンターの指定管理者に対する委託料。 1,185 0 同上

55
経
済
活性化プラザ管理委
託料

市民の余暇活動及び各種行事に使用され、地域の活性化に寄与して
いる活性化プラザの指定管理者に対する管理業務委託料。

2,800 △ 300 20
平成19年度より指定管理とした。280万円の委託料を今後段階的に減額し
ていく。

30万円の減額について、指定管
理者委託時点での了承事項と
なっている。

56
市
民
学童保育所運営委託
料

市内2ヶ所の学童保育。地域で自主的な運営団体が組織された場
合、児童の移動や経費の面で利点が見込まれることから、審査を経
て委託している。

4,740 0 道の基準に基づく委託料であり削減は不可である。

57
教
育
ゆう運営管理委託料 交流センターの指定管理者に対する委託料。 59,545 0 平成20年度までの指定

58
教
育
総体保守等委託料 ボイラー、害虫、地下タンク、舞台、暖房、など 4,806 △ 455 20舞台吊物を撤去する。保守経費等を削減する。 ５％削減について理解を得た。

59
教
育
体育施設管理委託料 生涯学習振興協会への委託料 16,812 0 海洋センターの開館時間を変更する。影響額は施設の休止に記載

指定管理者の変更について協議
中

60
教
育
公民館管理委託料

受付・保守点検及び維持管理・環境整備などに関する業務。生涯学
習へ

7,840 0 開館時間を変更する。影響額は施設の休止に記載。
指定管理者の変更について協議
中

61
教
育
給食運搬等委託料 学校給食の学校給食センターと各学校間の運搬。 10,806 0

毎年度経費を積算し金額を算定していくが、過去２か年削減しており、
さらなる削減は困難である。

62
市
民
ICカード作成委託料

住民基本台帳カードの作成を（財）地方自治情報センターに委託し
ている。

26 0 全国一律料金

63
市
民
旅券保守点検等委託料 IC旅券に係る交付窓口端末の保守点検。 31 △ 31 20保守契約を取り止める。

64
総
務
電算システム保守等
委託料

総合行政システム、住基ネット、地域イントラ等の保守点検、改修 13,677 △ 335 20
LGWANは全国統一料金、基幹システムは新規分を含めるため現行予算で対
応する。

イントラ保守について５％削減
について理解を得た。

65
教
育
教職員健康診断委託料 小中学校教職員健康診断委託料 4,678 0 平成20年度以降の特定健診事業の取扱いが不明である。

66
総
務
職員健康診断委託料 職員の健康診断 3,570 0 平成20年度以降の特定健診事業の取扱いが不明である。

67
施設の維持管理保守
点検等委託料

施設等の保守、維持管理に要する経費 61,967 △3,232 20おおむね５％削減
各委託業者に削減について理解
を得た。

計 620,207 △ 10,265委託料影響額

13 委託料


